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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】製造工程中に生じる光学積層体を構成する材料
に由来する異物の製造現場における残存量を低減する。
【解決手段】基材フィルム５が重合体層から剥離可能で
ある長尺の基材フィルム付き重合体層６を、除電しなが
ら長手方向に搬送する除電搬送工程Ａ後、粘着剤又は接
着剤層を介して光学フィルム１と積層し長尺の基材フィ
ルム付き光学積層体７を得る貼合工程Ｂ、および該積層
体７から基材フィルム５を剥離して光学積層体４を得る
剥離工程Ｃと共に、剥離工程で剥離された後の基材フィ
ルム５を除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム
除電搬送工程Ｄを含み、前記除電搬送工程Ａ後の基材フ
ィルム付き重合体層６の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ
以上６ｋＶ以下である、又は、前記除電搬送工程Ｄ後の
基材フィルム５の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６
ｋＶ以下である。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光学フィルム（１）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層（２）とを
備え、前記重合体層（２）が前記光学フィルム（１）と粘着剤または接着剤層（３）を介
して積層されてなる光学積層体（４）を製造する方法であって、
　長尺の基材フィルム（５）と、前記基材フィルム（５）上に積層された前記重合体層（
２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺の
基材フィルム付き重合体層（６）を、除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム付き
重合体層除電搬送工程（Ａ）、
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）により搬送される前記基材フィルム
付き重合体層（６）に対して、前記重合体層（２）側に粘着剤または接着剤層（３）を介
して長尺の光学フィルム（１）を貼合して、長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層
（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長
尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥
離可能である長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を得る貼合工程（Ｂ）、および
　前記貼合工程（Ｂ）で得られる基材フィルム付き光学積層体（７）から前記基材フィル
ム（５）を剥離して前記光学積層体（４）を得る剥離工程（Ｃ）と共に、
　前記剥離工程（Ｃ）で剥離された後の前記基材フィルム（５）を除電しながら長手方向
に搬送する基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）を含み、
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）における除電後の前記基材フィルム
付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、または、前
記基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）における除電後の前記基材フィルム（５）の帯電量の
絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、光学積層体の製造方法。
【請求項２】
　前記基材フィルム付き重合体層（６）において、前記重合体層（２）が該重合体層（２
）の幅方向の全体に亙って前記基材フィルム（５）上に備えられ、前記基材フィルム（５
）の幅が前記重合体層（２）の幅よりも広い、請求項１に記載の製造方法。
【請求項３】
　前記基材フィルム付き重合体層（６）において、前記基材フィルム（５）上に前記重合
体層（２）が配向層（８）を介して積層されており、前記配向層（８）が幅方向の全体に
亙って前記基材フィルム（５）上に積層されており、前記基材フィルム（５）の幅が前記
配向層（８）の幅よりも広い、請求項１または２に記載の製造方法。
【請求項４】
　前記基材フィルム付き光学積層体（７）において、前記重合体層（２）の幅が前記粘着
剤または接着剤層（３）の幅よりも広い、請求項１～３のいずれかに記載の製造方法。
【請求項５】
　前記基材フィルム付き光学積層体（７）において、前記基材フィルム（５）上に前記重
合体層（２）が配向層（８）を介して積層されており、前記配向層（８）の幅が前記粘着
剤または接着剤層（３）の幅よりも広い、請求項１～４のいずれかに記載の製造方法。
【請求項６】
　長尺の基材フィルム（５）と、前記基材フィルム（５）上に積層された、重合性液晶化
合物の重合体から構成される重合体層（２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重
合体層（２）から剥離可能である長尺の基材フィルム付き重合体層（６）を、除電しなが
ら長手方向に搬送する方法であって、
　除電後の前記基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６
ｋＶ以下である、基材フィルム付き重合体層の搬送方法。
【請求項７】
　長尺の基材フィルム（５）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層（２
）と、該重合体層（２）上に粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長尺の光学
フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能で
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ある長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を製造する方法であって、
　前記長尺の基材フィルム（５）と、該基材フィルム（５）上に積層された前記重合体層
（２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺
の基材フィルム付き重合体層（６）を、除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム付
き重合体層除電搬送工程（Ａ）、および
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）により搬送される前記基材フィルム
付き重合体層（６）に対して、前記重合体層（２）側に粘着剤または接着剤層（３）を介
して長尺の光学フィルム（１）を貼合して、長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層
（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長
尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥
離可能である長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を得る工程（Ｂ）
を含み、前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）における除電後の前記基材フ
ィルム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、基材
フィルム付き光学積層体の製造方法。
【請求項８】
　長尺の光学フィルム（１）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層（２
）とを備え、前記重合体層（２）が前記光学フィルム（１）と粘着剤または接着剤層（３
）を介して積層されている光学積層体（４）を製造する方法であって、
　長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着
剤または接着剤層（３）を介して貼合された長尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基
材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺の基材フィルム付き光学
積層体（７）から前記基材フィルム（５）を剥離して前記光学積層体（４）を得る剥離工
程（Ｃ）と共に、
　前記剥離工程（Ｃ）で剥離された後の前記基材フィルム（５）を除電しながら長手方向
に搬送する基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）を備え、
　前記基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）における除電後の前記基材フィルム（５）の帯電
量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、光学積層体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学積層体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、光学分野において用いられる種々のポリマーフィルムの製造においては、生産効
率のよい量産方式として、ロール状に巻回された帯状の基材を用い、最終製品まで連続的
な加工を行うことのできる、いわゆるＲｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ方式が広く採用されてい
る。例えば、特許文献１には、長尺のポリマーフィルムを搬送しながら長手方向に延伸し
て光学フィルムを製造する方法が記載されている。また、特許文献２および３には、Ｒｏ
ｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ方式により搬送されるフィルム上にハードコート層や金属膜を形成
する方法が記載されている。これらの方法においては、フィルムやフィルム上に形成され
る層や膜への傷付き防止等を目的として、搬送中のフィルムの帯電量が所定の値以下にな
るよう除電する工程が含まれることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１７－３９２９１号公報
【特許文献２】特開２０１５－１９６３２２号公報
【特許文献３】特開２０１４－２１４３６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　楕円偏光板等の光学積層体は、位相差フィルムや偏光フィルム等の種々の光学フィルム
を積層させることにより製造することができる。このような光学分野において用いられる
光学積層体の製造は、異物の混入を防ぐため、通常、空気中に浮遊する異物が少ないクリ
ーンルーム内において行われている。しかしながら、光学フィルムの積層工程中に光学フ
ィルムの端部等が剥離することがあり、剥離したフィルム片が異物となり得られる光学積
層体の外表面に付着することにより得られる光学積層体に欠陥を生じるだけでなく、剥離
したフィルム片等の異物がクリーンルーム内に残存することにより、残存した異物により
その後に製造される光学積層体に連続的な欠陥を生じる可能性がある。
【０００５】
　このため、光学積層体の製造工程においては、異物による製造中の光学積層体自身の傷
付き防止に加えて、クリーンルーム内の異物の残存量をできる限り少なくすることが必要
となる。一方、近年の画像表示装置の薄型化に伴い、重合性液晶化合物を基材や配向膜上
に塗布し、配向状態で硬化させることにより得られる液晶硬化膜からなる位相差フィルム
等の光学フィルムが開発されている。このような液晶硬化膜を含む光学フィルムでは、特
に液晶硬化膜の端部が剥がれ落ちて異物を生じやすいことがわかってきた。
【０００６】
　したがって、本発明は、製造工程中に生じる光学積層体を構成する材料に由来する異物
の製造現場における残存量を低減する、光学積層体の製造方法を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、以下の好適な態様を提供するものである。
［１］光学フィルム（１）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層（２）
とを備え、前記重合体層（２）が前記光学フィルム（１）と粘着剤または接着剤層（３）
を介して積層されてなる光学積層体（４）を製造する方法であって、
　長尺の基材フィルム（５）と、前記基材フィルム（５）上に積層された前記重合体層（
２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺の
基材フィルム付き重合体層（６）を、除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム付き
重合体層除電搬送工程（Ａ）、
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）により搬送される前記基材フィルム
付き重合体層（６）に対して、前記重合体層（２）側に粘着剤または接着剤層（３）を介
して長尺の光学フィルム（１）を貼合して、長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層
（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長
尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥
離可能である長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を得る貼合工程（Ｂ）、および
　前記貼合工程（Ｂ）で得られる基材フィルム付き光学積層体（７）から前記基材フィル
ム（５）を剥離して前記光学積層体（４）を得る剥離工程（Ｃ）と共に、
　前記剥離工程（Ｃ）で剥離された後の前記基材フィルム（５）を除電しながら長手方向
に搬送する基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）を含み、
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）における除電後の前記基材フィルム
付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、または、前
記基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）における除電後の前記基材フィルム（５）の帯電量の
絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、光学積層体の製造方法。
［２］前記基材フィルム付き重合体層（６）において、前記重合体層（２）が該重合体層
（２）の幅方向の全体に亙って前記基材フィルム（５）上に備えられ、前記基材フィルム
（５）の幅が前記重合体層（２）の幅よりも広い、前記［１］に記載の製造方法。
［３］前記基材フィルム付き重合体層（６）において、前記基材フィルム（５）上に前記
重合体層（２）が配向層（８）を介して積層されており、前記配向層（８）が幅方向の全
体に亙って前記基材フィルム（５）上に積層されており、前記基材フィルム（５）の幅が
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前記配向層（８）の幅よりも広い、前記［１］または［２］に記載の製造方法。
［４］前記基材フィルム付き光学積層体（７）において、前記重合体層（２）の幅が前記
粘着剤または接着剤層（３）の幅よりも広い、前記［１］～［３］のいずれかに記載の製
造方法。
［５］前記基材フィルム付き光学積層体（７）において、前記基材フィルム（５）上に前
記重合体層（２）が配向層（８）を介して積層されており、前記配向層（８）の幅が前記
粘着剤または接着剤層（３）の幅よりも広い、前記［１］～［４］のいずれかに記載の製
造方法。
［６］長尺の基材フィルム（５）と、前記基材フィルム（５）上に積層された、重合性液
晶化合物の重合体から構成される重合体層（２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前
記重合体層（２）から剥離可能である長尺の基材フィルム付き重合体層（６）を、除電し
ながら長手方向に搬送する方法であって、
　除電後の前記基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６
ｋＶ以下である、基材フィルム付き重合体層の搬送方法。
［７］長尺の基材フィルム（５）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層
（２）と、該重合体層（２）上に粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長尺の
光学フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可
能である長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を製造する方法であって、
　前記長尺の基材フィルム（５）と、該基材フィルム（５）上に積層された前記重合体層
（２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺
の基材フィルム付き重合体層（６）を、除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム付
き重合体層除電搬送工程（Ａ）、および
　前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）により搬送される前記基材フィルム
付き重合体層（６）に対して、前記重合体層（２）側に粘着剤または接着剤層（３）を介
して長尺の光学フィルム（１）を貼合して、長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層
（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長
尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥
離可能である長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を得る工程（Ｂ）
を含み、前記基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）における除電後の前記基材フ
ィルム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、基材
フィルム付き光学積層体の製造方法。
［８］長尺の光学フィルム（１）と、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層
（２）とを備え、前記重合体層（２）が前記光学フィルム（１）と粘着剤または接着剤層
（３）を介して積層されている光学積層体（４）を製造する方法であって、
　長尺の基材フィルム（５）と、前記重合体層（２）と、該重合体層（２）上に前記粘着
剤または接着剤層（３）を介して貼合された長尺の光学フィルム（１）とを備え、前記基
材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺の基材フィルム付き光学
積層体（７）から前記基材フィルム（５）を剥離して前記光学積層体（４）を得る剥離工
程（Ｃ）と共に、
　前記剥離工程（Ｃ）で剥離された後の前記基材フィルム（５）を除電しながら長手方向
に搬送する基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）を備え、
　前記基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）における除電後の前記基材フィルム（５）の帯電
量の絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下である、光学積層体の製造方法。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、製造工程中に生じる光学積層体を構成する材料に由来する異物の製造
現場における残存量を低減する、光学積層体の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本発明の光学積層体の製造方法の一実施態様を説明するための概略図で
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ある。
【図２】図２は、本発明の光学積層体の製造方法により製造される光学積層体の層構成の
一例を示す概略断面図である。
【図３】図３は、本発明の光学積層体の製造方法に用いられる基材フィルム付き重合体層
の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図４】図４は、本発明の光学積層体の製造方法に用いられる基材フィルム付き光学積層
体の層構成の一例を示す概略断面図である。
【図５】図５は、本発明の光学積層体の製造方法に用いられる一実施態様である基材フィ
ルム付き重合体層を幅方向に沿って切断した場合の断面模式図である。
【図６】図６は、本発明の光学積層体の製造方法に用いられる一実施態様である基材フィ
ルム付き重合体層を幅方向に沿って切断した場合の断面模式図である。
【図７】図７は、本発明の光学積層体の製造方法に用いられる一実施態様である基材フィ
ルム付き光学積層体を幅方向に沿って切断した場合の断面模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。なお、本発明の範囲はここで説
明する実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を損なわない範囲で種々の変
更をすることができる。
【００１１】
　＜光学積層体の製造方法＞
　本発明は、粘着剤または接着剤層を介して積層された、光学フィルムおよび重合性液晶
化合物の重合体から構成される重合体層を備える光学積層体の製造方法に関する。例えば
、本発明の光学積層体の製造方法により得られる代表的な光学積層体の層構成の一例を示
す図２に従って説明すると、本発明の光学積層体の製造方法により、光学フィルム（１）
の一方の面に粘着剤または接着剤層（３）を介して積層された重合性液晶化合物の重合体
から構成された重合体層（２）（以下、単に「重合体層（２）」ともいう）からなる光学
積層体（４）を製造することができる。光学積層体（４）は、重合体層（２）の粘着剤ま
たは接着剤層（３）とは反対側の面に配向層（８）を有していてもよい。
【００１２】
　図１は、本発明の光学積層体の製造方法の代表的な一実施態様を説明する概略図である
。以下、図１に従って、本発明の光学積層体の製造方法を説明する。
　本発明の光学積層体の製造方法は、長尺の基材フィルム（５）と、前記基材フィルム（
５）上に積層された重合体層（２）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（
２）から剥離可能である、長尺の基材フィルム付き重合体層（６）（図３）を除電しなが
ら長手方向に搬送する基材フィルム付き重合体層除電搬送工程（Ａ）（以下、単に「工程
（Ａ）」ともいう）を含む。本発明の一実施態様において、長尺の基材フィルム付き重合
体層（６）は巻出しロールに巻回された状態で工程（Ａ）に用いられ、巻出しロール１（
１１）にロール状に巻回された基材フィルム付き重合体層（６）が巻出しロール１（１１
）から連続的に送り出されて、搬送用ローラー（１２）により長手方向に連続的に搬送さ
れる。
【００１３】
　本発明において、基材フィルム（５）は、該基材フィルム上に積層される重合体層（２
）または配向層（８）から最終的に剥離可能な材料からなるものであれば特に制限される
ものではない。基材フィルム（５）としては、光学フィルムに用いられる公知の材料を用
いることができ、樹脂基材からなる長尺のフィルムロールであることが好ましい。樹脂基
材からなる基材フィルム（５）を構成する樹脂としては、例えば、ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、ノルボルネン系ポリマー等のポリオレフィン；ポリビニルアルコール；ポリエ
チレンテレフタレート；ポリメタクリル酸エステル；ポリアクリル酸エステル；セルロー
スエステル；ポリエチレンナフタレート；ポリカーボネート；ポリスルフォン；ポリエー
テルスルホン；ポリエーテルケトン；ポリフェニレンスルフィド；およびポリフェニレン
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オキシド等が挙げられる。
【００１４】
　このような樹脂基材からなる基材フィルムは一般に帯電しやすい性質を有している帯電
性の樹脂基材フィルムであり、例えば、ロール状に巻回されていた基材フィルム付き重合
体層（６）が巻出しロール１（１１）から送り出されて搬送される際に基材フィルム付き
重合体層（６）同士が剥離することにより、また、送り出された基材フィルム付き重合体
層（６）が搬送用ローラー（１２）と接触、剥離することにより、搬送中の基材フィルム
付き重合体層（６）の帯電量は高くなる。例えば、基材フィルム付き重合体層（６）が基
材フィルム（５）として樹脂基材を含む場合、送り出された後の基材フィルム付き重合体
層（６）は除電を行わない場合には絶対値が７ｋＶを超えるような帯電量を有する。この
ような高い帯電量を有したまま光学積層体を製造することは、作業者に対する危険を生じ
たり、用いる機械等への不具合を生じたりする可能性があるだけでなく、空気中に存在す
る塵や埃等が製造中の積層体に付着したり巻き込まれたりすることにより、得られる光学
積層体に欠陥を生じる原因となる。このため、本発明において、巻出しロール１（１１）
から送り出された基材フィルム付き重合体層（６）は、除電しながら長手方向に連続的に
搬送される。
【００１５】
　工程（Ａ）において、除電後の基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値が０
．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下となるよう除電することが好ましい。帯電量が前記下限値以上
であると、基材フィルム付き重合体層（６）が搬送される過程において基材フィルム付き
重合体層（６）を構成する材料、特に重合体層（２）や配向層（８）等の端部が剥がれ落
ちることにより生じる異物が基材フィルム（５）に付着しやすく、また、剥がれ落ちそう
になった端部が、帯電による吸着によって脱落せずに基材フィルム（５）上に留まり易い
ことから、その後の工程において剥離される基材フィルム（５）とともに異物を製造現場
（クリーンルーム）（２０）から排出することができる。これにより、製造現場における
基材フィルム付き重合体層（６）を構成する材料に由来する異物の残存量を低減すること
ができる。
【００１６】
　従来、空気中の塵や埃の付着を防止したり、異常放電を防止したりする観点から、Ｒｏ
ｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ方式で搬送されるフィルムの帯電量は低ければ低いほど（理想的に
は０ｋＶ）好ましいと考えられてきた（例えば、上記特許文献等）。しかしながら、本発
明のような重合性液晶化合物の重合体からなる重合体層や配向層などを含む光学積層体の
製造方法においては、帯電量を可能な限り０ｋＶに近づけた場合、空気中に存在する塵や
埃等が製造中の積層体（フィルム）に付着し難くなる一方で、主に製造工程中に発生する
、目的とする光学積層体自体を構成する材料に由来して生じる異物も吸着し難くなる。こ
のような異物は製造現場内に残存し、その後に製造される光学積層体に連続的な欠陥を生
じる可能性がある。本発明においては、このような光学積層体を構成する材料に由来して
生じる異物をより効果的に基材フィルム（５）に吸着させ、製造現場内への異物の残存量
を低減させる観点から、工程（Ａ）における除電後の基材フィルム付き重合体層（６）の
帯電量の絶対値の下限値は、０．０３ｋＶ以上であることがより好ましく、０．０５ｋＶ
以上であることがさらに好ましく、０．０７ｋＶ以上であることが特に好ましい。さらに
は工程（Ａ）における除電後の基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量（絶対値）が上
記下限値以上、さらには０．５ｋＶ以上、特には１．０ｋＶ以上を維持することが好まし
い。
【００１７】
　また、異常放電の防止、安全性等の観点から、工程（Ａ）における除電後の基材フィル
ム付き重合体層（６）の帯電量の絶対値の上限値は、５ｋＶ以下であることがより好まし
く、３ｋＶ以下であることがさらに好ましく、１ｋＶ以下であることが特に好ましい。
【００１８】
　基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量は、例えば、公知の除電装置等を用いること
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により制御することができる。除電装置としては、例えば、イオン風を発生するイオン風
除電装置、紫外線や軟Ｘ線による光照射式除電装置、自己放電式除電装置、除電ブラシ、
除電紐、接地（アース）等が挙げられ、用いるＲｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌの設備等に合わ
せて適宜選択すればよい。除電装置は、１種のみを用いてもよく、複数を組み合わせて用
いてもよい。本発明において、除電装置としては、迅速かつ確実に除電を行うことができ
ることから、イオン風除電装置および光照射式除電装置が好ましい。本発明によれば、イ
オン風除電装置を用いた場合にも、剥離したフィルム片のイオン風による飛散を抑制でき
るため、イオン風除電装置の利用がより好ましい。イオン風除電装置を用いる場合、基材
フィルム付き重合体層（６）の基材フィルム（５）側にイオン風があたるようにイオン風
除電装置を搬送経路に沿って設置することが好ましい。
【００１９】
　工程（Ａ）において、搬送中の基材フィルム付き重合体層（６）の全長にわたってその
帯電量が上記範囲を維持するように制御されていることが好ましい。このため、巻出しロ
ール１（１１）から基材フィルム付き重合体層（６）が送り出された直後に除電装置（１
３）を設けることが好ましく、例えば、摩擦により帯電量が高くなりやすい搬送用ローラ
ー（１２）と接触後の基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量を制御することができる
よう搬送用ローラー（１２）の下流側に設置するなど、基材フィルム付き重合体層（６）
の搬送経路に沿って適宜除電装置を設けることにより、搬送中の基材フィルム付き重合体
層（６）の帯電量を制御することが好ましい。また、除電後の基材フィルム付き重合体層
（６）は、上述した帯電量（絶対値）の下限値を維持し得るように、接地（アース）させ
ることなく搬送してもよいし、基材フィルムが帯電性の樹脂基材フィルムであれば、さら
なる除電を行うことなくそのまま搬送してもよい。
　なお、基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量は、除電装置の下流域に、表面電位（
電界）測定器等の帯電量測定装置を設けることにより測定することができる。
【００２０】
　本発明の光学積層体の製造方法は、前記工程（Ａ）により搬送される基材フィルム付き
重合体層（６）に対して、重合体層（２）側に粘着剤または接着剤層（３）を介して長尺
の光学フィルム（１）を貼合して、長尺の基材フィルム（５）と、重合体層（２）と、該
重合体層（２）上に粘着剤または接着剤層（３）を介して貼合された長尺の光学フィルム
（１）とを備え、前記基材フィルム（５）が前記重合体層（２）から剥離可能である長尺
の基材フィルム付き光学積層体（７）（図４）を得る貼合工程（Ｂ）（以下、単に「工程
（Ｂ）」ともいう）を含む。
【００２１】
　本発明の一実施態様において、工程（Ｂ）では、工程（Ａ）により連続的に搬送される
基材フィルム付き重合体層（６）を構成する重合体層（２）の基材フィルム（５）側とは
反対側の面に、該基材フィルム付き重合体層（６）を搬送しながら粘着剤または接着剤層
（３）を連続的に設ける。粘着剤または粘着剤層（３）は、例えば粘着剤または接着剤（
３’）を塗布することにより設けることができる。粘着剤または接着剤の塗布は通常の方
法、例えば溶剤で希釈した接着剤を、あるいは無希釈の接着剤をグラビアコーター、ダイ
コーターなどにより塗布する方法により行うことができる。工程（Ｂ）において、粘着剤
または接着剤は、基材フィルム付き重合体層（６）を構成する基材フィルム（５）とは反
対側の層の最外面（例えば、図３では重合体層（２）側）に塗布すればよいが、基材フィ
ルム付き重合体層（６）に貼合される光学フィルム（１）側に塗布してもよい。次いで、
粘着剤または接着剤が塗布された基材フィルム付き重合体層（６）を搬送しながら、基材
フィルム付き重合体層（６）の重合体層（２）側に、巻出しロール２（１４）から連続的
に送り出された光学フィルム（１）を重ね合わせ、ニップロール（１５）により圧着する
ことにより、基材フィルム付き重合体層（６）に粘着剤または接着剤層（３）を介して貼
合された光学フィルム（１）を含む長尺の基材フィルム付き光学積層体（７）を連続的に
得ることができる。
【００２２】
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　重合体層（２）上または光学フィルム（１）上に粘着剤または接着剤層（３）を形成す
る際、粘着剤または接着剤（３’）を重合体層（２）の幅と同じ幅に塗布してもよいが、
粘着剤または接着剤層（３）と重合体層（２）とを圧着させる際に、粘着剤または接着剤
が積層体の側面にはみ出し難く、得られる光学積層体がきれいに仕上がることから、粘着
剤または接着剤を重合体層（２）の幅よりも狭い幅で塗布し、得られる基材フィルム付き
光学積層体（７）において重合体層（２）の幅が粘着剤または接着剤層（３）の幅より広
いことが好ましい。
【００２３】
　工程（Ａ）において基材フィルム（５）に付着させた異物の製造現場（クリーンルーム
）外への確実な排出を可能にするため、また、工程（Ｂ）において新たに生じ得る基材フ
ィルム付き光学積層体（７）の構成材料に由来する異物を基材フィルム（５）に付着させ
、製造現場（クリーンルーム）外へ排出するため、工程（Ｂ）において、搬送される基材
フィルム付き重合体層（６）および基材フィルム付き光学積層体（７）の帯電量の絶対値
は、０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下に制御されていることが好ましく、０．０３ｋＶ以上５
ｋＶ以下であることがより好ましく、０．０５ｋＶ以上３ｋＶ以下であることがさらに好
ましく、０．０７ｋＶ以上であることが特に好ましい。さらには工程（Ｂ）において搬送
させる基材フィルム付き重合体層（６）および基材フィルム付き光学積層体（７）の帯電
量（絶対値）が上記下限値以上、さらには０．５ｋＶ以上、特には１．０ｋＶ以上を維持
することが好ましい。工程（Ｂ）における基材フィルム付き重合体層（６）および基材フ
ィルム付き光学積層体（７）の帯電量は、工程（Ａ）における方法と同様の方法により制
御することができる。工程（Ｂ）の全域にわたり、基材フィルム付き重合体層（６）およ
び基材フィルム付き光学積層体（７）の帯電量が上記範囲に制御され、かつ、維持されて
いることが好ましい。また、除電後の基材フィルム付き重合体層（６）および基材フィル
ム付き光学積層体（７）は、上記帯電量（絶対値）の下限値を維持し得るように、接地さ
せることなく搬送してもよいし、基材フィルムが帯電性の樹脂基材フィルムであれば、さ
らなる除電を行うことなくそのまま搬送してもよい。
【００２４】
　さらに、本発明の光学積層体の製造方法は、工程（Ｂ）で得られた基材フィルム付き光
学積層体（７）から基材フィルム（５）を剥離して、光学積層体（４）を得る剥離工程（
Ｃ）（以下、単に「工程（Ｃ）」ともいう）と共に、工程（Ｃ）で剥離された後の基材フ
ィルム（５）を除電しながら長手方向に搬送する基材フィルム除電搬送工程（Ｄ）（以下
、単に「工程（Ｄ）」ともいう）を含む。基材フィルム（５）に付着した異物を基材フィ
ルム（５）とともに製造現場（クリーンルーム）外へ排出するため、工程（Ｃ）と工程（
Ｄ）は、通常同時に行われる。工程（Ｃ）で積層体から基材フィルム（５）を剥離しなが
ら、工程（Ｄ）で剥離後の基材フィルム（５）の帯電量を特定の範囲に制御することによ
り、基材フィルム（５）に異物を付着させたまま製造現場（クリーンルーム）外へ排出す
ることが可能となる。
【００２５】
　本発明の一実施態様において、工程（Ｂ）で得られた基材フィルム付き光学積層体（７
）を長手方向に、基材フィルム（５）側を剥離用ロール（１６）に抱かせ、光学積層体（
４）側は抱かせることなく連続的に搬送することにより、基材フィルム付き光学積層体（
７）から基材フィルム（５）を連続的に剥離する。このとき、図７に示すように、重合体
層（２）の幅が粘着剤または接着剤層（３）の幅より広いと、重合体層（２）において粘
着剤または接着剤層（３）に接着されない領域（２ａ）が存在し、基材フィルム（５）を
剥離した場合前記領域（２ａ）は基材フィルム（５）上に残存しやすい。基材フィルム（
５）上に残存した前記領域（２ａ）は、基材フィルム（５）との密着性が低いため、基材
フィルム付き光学積層体（７）から剥離後の基材フィルム（５）から微細な剥離片として
脱落しやすい。また、重合体層（２）が配向層（８）を介して基材フィルム（５）上に積
層されている場合には、配向層（８）と基材フィルム（５）との関係において、上記重合
体層（２）と基材フィルム（５）との関係と同様の問題が生じやすい。
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【００２６】
　このような基材フィルム付き光学積層体（７）から剥離した後の基材フィルム（５）か
ら重合体層（２）の残存領域（２ａ）等が剥離片（異物）として脱落することを防止する
ため、工程（Ｄ）において、工程（Ｃ）で剥離された後の基材フィルム（５）の帯電量の
絶対値が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下であることが好ましい。上記重合体層（２）の残存
領域（２ａ）の脱落を防止するとともに、工程（Ａ）や（Ｂ）等において基材フィルム（
５）にすでに付着している異物を基材フィルム（５）に吸着させたまま製造現場（クリー
ンルーム）外へ排出し、製造現場内への異物の残存量を低減させる観点から、工程（Ｄ）
における剥離後の基材フィルム（５）の帯電量の絶対値の下限値は、０．０３ｋＶ以上で
あることがより好ましく、０．０５ｋＶ以上であることがさらに好ましく、０．０７ｋＶ
以上であることが特に好ましい。さらには工程（Ｄ）における剥離後の基材フィルム（５
）の帯電量（絶対値）が上記下限値以上、さらには０．５ｋＶ以上、特には０．６ｋＶ以
上、とりわけ０．７ｋＶ以上を維持することが好ましい。また、異常放電防止や安全性等
の観点から、工程（Ｄ）における剥離後の基材フィルム（５）の帯電量の絶対値の上限値
は、５ｋＶ以下であることがより好ましく、３ｋＶ以下であることがさらに好ましく、１
ｋＶ以下であることが特に好ましい。また、基材フィルム（５）は、上記帯電量（絶対値
）の下限値を維持し得るように、接地させることなく搬送してもよいし、基材フィルムが
帯電性の樹脂基材フィルムであれば、そのまま搬送してもよい。
【００２７】
　工程（Ａ）における基材フィルム付き重合体層（６）の帯電量と工程（Ｄ）における剥
離後の基材フィルム（５）の帯電量は、同程度であるか、工程（Ｄ）における剥離後の基
材フィルム（５）の帯電量の絶対値が、工程（Ａ）における基材フィルム付き重合体層（
６）の帯電量の絶対値より大きいことが好ましい。工程（Ｄ）における剥離後の基材フィ
ルム（５）の帯電量の絶対値が十分に大きいと、剥離された基材フィルム（５）に異物を
付着させたまま製造現場（クリーンルーム）外へ排出することができ、製造現場内の異物
の残存量を効果的に低減することができる。また、工程（Ａ）～工程（Ｄ）の全工程にわ
たり、製造中の積層体（フィルム）の帯電量が０．０１ｋＶ以上６ｋＶ以下の範囲に制御
されて維持されていると、一旦基材フィルム（５）に付着した異物が製造現場内にこぼれ
落ち難く、剥離される基材フィルム（５）とともに製造現場外へ排出されるため好ましい
。
【００２８】
　工程（Ｄ）において、剥離後の基材フィルム（５）の帯電量は、工程（Ａ）における方
法と同様に公知の除電装置等を用いることにより制御することができる。製造現場内に異
物が残存しないよう、工程（Ｄ）において、剥離後の基材フィルム（５）の帯電量は、基
材フィルムが製造現場（クリーンルーム）（２０）外へ排出されるまで上記範囲に制御さ
れ、維持されていることが好ましい。本発明の一実施態様において、工程（Ｄ）において
除電装置（１３）は、必要に応じて、剥離用ロール（１６）の下流側に、好ましくは直後
に設置され得る。
【００２９】
　また、工程（Ｄ）における剥離後の基材フィルム（５）の帯電量の絶対値が、工程（Ｃ
）において得られる光学積層体（４）の帯電量の絶対値より大きいことが好ましい。光学
積層体（４）の帯電量より、基材フィルム（５）の帯電量が大きいと、異物が基材フィル
ム（５）により付着しやすくなり、得られる光学積層体（４）上に異物が付着し欠陥を生
じる可能性を低減することができる。本発明の一実施態様において、工程（Ｃ）における
光学積層体（４）の帯電量の絶対値に対して、工程（Ｄ）における剥離後の基材フィルム
（５）の帯電量の絶対値は、０．０２ｋＶ以上大きいことが好ましく、０．０５ｋＶ以上
大きいことがより好ましい。
【００３０】
　本発明の一実施態様において、基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム付
き光学積層体（７）を構成する重合体層（２）は、該重合体層（２）の幅方向全体に亙っ
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て基材フィルム（５）上に備えられており、前記基材フィルム（５）の幅は前記重合体層
（２）の幅よりも広い。かかる態様において、重合体層（２）は、図５に示すように、基
材フィルム（５）の幅方向の片端または両端に重合体層（２）が積層されていない領域（
５ａ）が存在するように積層される。
【００３１】
　また、本発明の別の一実施態様において、重合体層（２）は配向層（８）を介して基材
フィルム（５）上に積層されており、基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィル
ム付き光学積層体（７）を構成する配向層（８）は、該配向層（８）の幅方向全体に亙っ
て基材フィルム（５）上に備えられており、前記基材フィルム（５）の幅は前記配向層（
８）の幅よりも広い。かかる態様において、配向層（８）は、図６に示すように、基材フ
ィルム（５）の幅方向の片端または両端に配向層（８）が積層されていない領域（５ａ）
が存在するように積層される。かかる基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィル
ム付き光学積層体（７）において、重合体層（２）は、通常、配向層（８）上に形成され
る層であるため、重合体層（２）の幅は前記配向層（８）の幅と同じか狭いことが好まし
い。
【００３２】
　このような層構成を有する基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム付き光
学積層体（７）においては、基材フィルム（５）と重合体層（２）または配向層（８）の
端部の接する境界（５ｂ）付近で重合体層（２）または配向層（８）が基材フィルム（５
）から剥離しやすく、製造工程中に微細な剥離片が異物となって生じやすい。本発明の光
学積層体の製造方法では、工程（Ａ）、好ましくは工程（Ａ）および（Ｂ）の基材フィル
ム付き重合体層（６）の帯電量を制御することにより、製造中に生じる異物を基材フィル
ム（５）に付着させて製造現場（クリーンルーム）外へ排出することができるため、上記
のような層構成を有する基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム付き光学積
層体（７）を用いる光学積層体の製造方法として特に好適である。さらに、基材フィルム
（５）の幅方向の両端に重合体層（２）または配向層（８）が積層されていない領域（５
ａ）が存在することにより、積層される重合体層（２）や配向層（８）の端部が剥がれ落
ちることにより生じる微細な異物が基材フィルム（５）の前記領域（５ａ）に付着しやす
くなり、製造現場内の異物の残存量の高い低減効果が期待できる。
【００３３】
　基材フィルム付き重合体層（６）および基材フィルム付き光学積層体（７）を構成する
基材フィルム（５）の幅は、該基材フィルム（５）上に積層される重合体層（２）または
配向層（８）の幅より、０．５～１０％広いことが好ましく、０．７～５％広いことがよ
り好ましい。
【００３４】
　工程（Ｃ）により得られる光学積層体（４）は、その下流側に位置する巻取りロール（
１７）により巻き取ることができる。得られた光学積層体（４）は、必要に応じて、スリ
ット加工、打ち抜き、チップカット、端面研磨等の外形加工を施すことにより所望の形状
とすることができると同時に、光学積層体（４）の側面や端部に付着した異物を除去する
ことができる。
【００３５】
　本発明の光学積層体の製造方法において、工程（Ａ）および工程（Ｂ）、ならびに工程
（Ｃ）と（Ｄ）は、それぞれ連続して行われてもよいし、独立して行われてもよい。例え
ば、本発明において、工程（Ｂ）で得られた基材フィルム付き光学積層体（７）を、工程
（Ｂ）から工程（Ｃ）へ連続的に搬送して光学積層体（４）を得てもよいし、工程（Ｂ）
で製造される基材フィルム付き光学積層体（７）を一旦巻取りロールに巻き取った後、工
程（Ａ）および（Ｂ）とは別ラインで工程（Ｃ）および（Ｄ）を行ってもよい。
　したがって、本発明は、
　前記工程（Ａ）による基材フィルム付き重合体層の搬送方法、
　前記工程（Ａ）および（Ｂ）を含む、基材フィルム付き光学積層体の製造方法、ならび
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に、
　前記工程（Ｃ）および（Ｄ）を含む、光学積層体の製造方法
も対象とする。以下、これらの方法をまとめて、「本発明の方法」ともいう。上記搬送方
法および製造方法において採用される各工程の条件等は、先に記載した本発明の光学積層
体の製造方法と同様のものが挙げられる。
　工程（Ａ）～（Ｄ）を連続的に行うことにより、基材フィルム（５）に付着した異物が
製造中の積層体に巻き込まれることにより最終的に得られる光学積層体の欠陥を生じる可
能性を低減することができる。
【００３６】
　本発明の方法は、端部が剥がれ落ちて異物を生じやすい重合性液晶化合物の重合体から
構成される重合体層や配向層を有する種々の光学積層体の製造方法として好適である。し
たがって、本発明の方法は、重合性液晶化合物の重合体から構成される重合体層を有する
積層体を用いるものであれば、積層体を構成する各層の構成成分は特に限定されるもので
はなく、従来公知の成分および材料等を用いることができる。
　以下、本発明の方法において用いられる基材フィルム付き重合体層（６）および基材フ
ィルム付き光学積層体（７）に含まれる各層を構成し得る成分・材料等の一例を挙げる。
【００３７】
　本発明の方法において、重合体層（２）を構成する重合性液晶化合物は特に限定される
ものではないが、基材フィルム上または配向層上に塗布、配向することにより光学異方性
を発現するものであることが好ましい。ここで、本発明において重合性液晶化合物とは、
重合性官能基、特に光重合性官能基を有する液晶化合物を意味する。光重合性官能基とは
、光重合開始剤から発生した活性ラジカルや酸などによって重合反応に関与し得る基のこ
とをいう。光重合性官能基としては、ビニル基、ビニルオキシ基、１－クロロビニル基、
イソプロペニル基、４－ビニルフェニル基、アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキ
シ基、オキシラニル基、オキセタニル基等が挙げられる。中でも、アクリロイルオキシ基
、メタクリロイルオキシ基、ビニルオキシ基、オキシラニル基およびオキセタニル基が好
ましく、アクリロイルオキシ基がより好ましい。液晶性はサーモトロピック性液晶でもリ
オトロピック性液晶でもよいが、緻密な膜厚制御が可能な点でサーモトロピック性液晶が
好ましい。また、サーモトロピック性液晶における相秩序構造としてはネマチック液晶で
もスメクチック液晶でもよい。
【００３８】
　本発明の方法に用いられる重合性液晶化合物としては、例えば、下記式（Ｉ）の構造を
有する化合物が挙げられる。
【化１】

【００３９】
　式（Ｉ）中、Ａｒは２価の芳香族基を表し、該２価の芳香族基中には窒素原子、酸素原
子、硫黄原子のうち少なくとも１つ以上が含まれる。
　Ｇ１およびＧ２はそれぞれ独立に、２価の芳香族基または２価の脂環式炭化水素基を表
す。ここで、該２価の芳香族基または２価の脂環式炭化水素基に含まれる水素原子は、ハ
ロゲン原子、炭素数１～４のアルキル基、炭素数１～４のフルオロアルキル基、炭素数１
～４のアルコキシ基、シアノ基またはニトロ基に置換されていてもよく、該２価の芳香族
基または２価の脂環式炭化水素基を構成する炭素原子が、酸素原子、硫黄原子または窒素
原子に置換されていてもよい。
　Ｌ１、Ｌ２

、Ｂ１およびＢ２はそれぞれ独立に、単結合または二価の連結基である。
　ｋ、ｌは、それぞれ独立に０～３の整数を表し、１≦ｋ＋ｌの関係を満たす。ここで、
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２≦ｋ＋ｌである場合、Ｂ１およびＢ２、Ｇ１およびＧ２は、それぞれ互いに同一であっ
ても異なっていてもよい。
　Ｅ１およびＥ２はそれぞれ独立に、炭素数１～１７のアルカンジイル基を表し、ここで
、アルカンジイル基に含まれる水素原子は、ハロゲン原子で置換されていてもよく、該ア
ルカンジイル基に含まれる－ＣＨ２－は、－Ｏ－、－Ｓｉ－で置換されていてもよい。
　Ｐ１およびＰ２は互いに独立に、重合性基または水素原子を表し、少なくとも１つは重
合性基である。
【００４０】
　Ｇ１およびＧ２は、それぞれ独立に、好ましくは、ハロゲン原子および炭素数１～４の
アルキル基からなる群から選ばれる少なくとも１つの置換基で置換されていてもよい１，
４－フェニル基、ハロゲン原子および炭素数１～４のアルキル基からなる群から選ばれる
少なくとも１つの置換基で置換されていてもよい１，４－シクロヘキシル基であり、より
好ましくはメチル基で置換された１，４－フェニル基、無置換の１，４－フェニル基、ま
たは無置換の１，４－ｔｒａｎｓ－シクロヘキシル基であり、特に好ましくは無置換の１
，４－フェニル基、または無置換の１，４－ｔｒａｎｓ－シクロヘキシル基である。
　また、複数存在するＧ１およびＧ２のうち少なくとも１つは２価の脂環式炭化水素基で
あることが好ましく、また、Ｌ１またはＬ２に結合するＧ１およびＧ２のうち少なくとも
１つは２価の脂環式炭化水素基であることがより好ましい。
【００４１】
　Ｌ１およびＬ２はそれぞれ独立に、好ましくは、単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２－、
－ＣＨ２Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－Ｎ＝Ｎ－、－ＣＲａ＝ＣＲｂ－、または－Ｃ
≡Ｃ－である。ここでＲａおよびＲｂは炭素数１～４のアルキル基または水素原子を表す
。Ｌ１およびＬ２はそれぞれ独立に、より好ましくは単結合、－Ｏ－、－ＣＨ２ＣＨ２－
、－ＣＯＯ－、または－ＯＣＯ－である。
【００４２】
　Ｂ１およびＢ２はそれぞれ独立に、好ましくは、単結合、－Ｏ－、－Ｓ－、－ＣＨ２Ｏ
－、－ＣＯＯ－、または－ＯＣＯ－であり、より好ましくは、単結合、－Ｏ－、－ＣＯＯ
－、または－ＯＣＯ－である。
【００４３】
　ｋおよびｌは、逆波長分散性発現の観点から２≦ｋ＋ｌ≦６の範囲が好ましく、ｋ＋ｌ
＝４であることが好ましく、ｋ＝２かつｌ＝２であることがより好ましい。ｋ＝２かつｌ
＝２であると対称構造となるため好ましい。
【００４４】
　Ｅ１およびＥ２はそれぞれ独立に、炭素数１～１７のアルカンジイル基が好ましく、炭
素数４～１２のアルカンジイル基がより好ましい。
【００４５】
　Ｐ１またはＰ２で表される重合性基としては、エポキシ基、ビニル基、ビニルオキシ基
、１－クロロビニル基、イソプロペニル基、４－ビニルフェニル基、アクリロイルオキシ
基、メタクリロイルオキシ基、オキシラニル基、およびオキセタニル基等が挙げられる。
中でも、アクリロイルオキシ基、メタクリロイルオキシ基、ビニルオキシ基、オキシラニ
ル基およびオキセタニル基が好ましく、アクリロイルオキシ基がより好ましい。
【００４６】
　Ａｒは芳香族複素環を有することが好ましい。当該芳香族複素環としては、フラン環、
ベンゾフラン環、ピロール環、チオフェン環、ピリジン環、チアゾール環、ベンゾチアゾ
ール環、チエノチアゾール環、オキサゾール環、ベンゾオキサゾール環、およびフェナン
スロリン環等が挙げられる。なかでも、チアゾール環、ベンゾチアゾール環、またはベン
ゾフラン環を有することが好ましく、ベンゾチアゾール基を有することがさらに好ましい
。また、Ａｒに窒素原子が含まれる場合、当該窒素原子はπ電子を有することが好ましい
。
【００４７】
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　式（Ｉ）中、Ａｒで表される２価の芳香族基に含まれるπ電子の合計数Ｎπは１０以上
が好ましく、より好ましくは１４以上であり、さらに好ましくは１８以上である。また、
好ましくは３０以下であり、より好ましくは２６以下であり、さらに好ましくは２４以下
である。
【００４８】
　Ａｒで表される芳香族基としては、例えば以下の基が挙げられる。
【００４９】
【化２】

【００５０】
　式（Ａｒ－１）～式（Ａｒ－２２）中、＊印は連結部を表し、Ｚ０、Ｚ１およびＺ２は
、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～１２のアルキル基、シアノ基、
ニトロ基、炭素数１～１２のアルキルスルフィニル基、炭素数１～１２のアルキルスルホ
ニル基、カルボキシル基、炭素数１～１２のフルオロアルキル基、炭素数１～６のアルコ
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素数２～１２のＮ，Ｎ－ジアルキルアミノ基、炭素数１～１２のＮ－アルキルスルファモ
イル基または炭素数２～１２のＮ，Ｎ－ジアルキルスルファモイル基を表す。
【００５１】
　Ｑ１およびＱ２は、それぞれ独立に、－ＣＲ２’Ｒ３’－、－Ｓ－、－ＮＨ－、－ＮＲ
２’－、－ＣＯ－または－Ｏ－を表し、Ｒ２’およびＲ３’は、それぞれ独立に、水素原
子または炭素数１～４のアルキル基を表す。
【００５２】
　Ｙ１、Ｙ２およびＹ３は、それぞれ独立に、置換されていてもよい芳香族炭化水素基ま
たは芳香族複素環基を表す。
【００５３】
　Ｗ１およびＷ２は、それぞれ独立に、水素原子、シアノ基、メチル基またはハロゲン原
子を表し、ｍは０～６の整数を表す。
【００５４】
　Ｙ１、Ｙ２およびＹ３における芳香族炭化水素基としては、フェニル基、ナフチル基、
アンスリル基、フェナンスリル基、ビフェニル基等の炭素数６～２０の芳香族炭化水素基
が挙げられ、フェニル基、ナフチル基が好ましく、フェニル基がより好ましい。芳香族複
素環基としては、フリル基、ピロリル基、チエニル基、ピリジニル基、チアゾリル基、ベ
ンゾチアゾリル基等の窒素原子、酸素原子、硫黄原子等のヘテロ原子を少なくとも１つ含
む炭素数４～２０の芳香族複素環基が挙げられ、フリル基、チエニル基、ピリジニル基、
チアゾリル基、ベンゾチアゾリル基が好ましい。
【００５５】
　Ｙ１、Ｙ２およびＹ３は、それぞれ独立に、置換されていてもよい多環系芳香族炭化水
素基または多環系芳香族複素環基であってもよい。多環系芳香族炭化水素基は、縮合多環
系芳香族炭化水素基、または芳香環集合に由来する基をいう。多環系芳香族複素環基は、
縮合多環系芳香族複素環基、または芳香環集合に由来する基をいう。
【００５６】
　Ｚ０、Ｚ１およびＺ２は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、炭素数１～６の
アルキル基、シアノ基、ニトロ基、炭素数１～１２のアルコキシ基であることが好ましく
、Ｚ０は、水素原子、炭素数１～１２のアルキル基、シアノ基がさらに好ましく、Ｚ１お
よびＺ２は、水素原子、フッ素原子、塩素原子、メチル基、シアノ基がさらに好ましい。
【００５７】
　Ｑ１およびＱ２は、－ＮＨ－、－Ｓ－、－ＮＲ２’－、－Ｏ－が好ましく、Ｒ２’は水
素原子が好ましい。中でも－Ｓ－、－Ｏ－、－ＮＨ－が特に好ましい。
【００５８】
　式（Ａｒ－１）～（Ａｒ－２２）の中でも、式（Ａｒ－６）および式（Ａｒ－７）が分
子の安定性の観点から好ましい。
　式（Ａｒ－１６）～（Ａｒ－２２）において、Ｙ１は、これが結合する窒素原子および
Ｚ０と共に、芳香族複素環基を形成していてもよい。例えば、ピロール環、イミダゾール
環、ピロリン環、ピリジン環、ピラジン環、ピリミジン環、インドール環、キノリン環、
イソキノリン環、プリン環、ピロリジン環等が挙げられる。この芳香族複素環基は、置換
基を有していてもよい。また、Ｙ１は、これが結合する窒素原子およびＺ０と共に、前述
した置換されていてもよい多環系芳香族炭化水素基または多環系芳香族複素環基であって
もよい。
【００５９】
　Ａｒで表される芳香族基として、以下の式（Ａｒ－２３）で示される基も挙げられる。
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【化３】

【００６０】
　式（Ａｒ－２３）中、＊、Ｚ１、Ｚ２、Ｑ１およびＱ２は前記と同じ意味を示し、Ｕ１

は置換基が結合していてもよい第１４属～第１６属の非金属原子を示す。第１４属～第１
６属の非金属原子としては、例えば炭素原子、窒素原子、酸素原子および硫黄原子が挙げ
られ、好ましくは＝Ｏ、＝Ｓ、＝ＮＲ’および＝Ｃ（Ｒ’）Ｒ’などが挙げられる。置換
基Ｒ’としては、例えば水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、ハロゲン化アルキル基、
アルケニル基、アリール基、シアノ基、アミノ基、ニトロ基、ニトロソ基、カルボキシ基
、炭素数１～６のアルキルスルフィニル基、炭素数１～６のアルキルスルホニル基、炭素
数１～６のフルオロアルキル基、炭素数１～６のアルコキシ基、炭素数１～６のアルキル
スルファニル基、炭素数１～６のＮ－アルキルアミノ基、炭素数２～１２のＮ，Ｎ－ジア
ルキルアミノ基、炭素数１～６のＮ－アルキルスルファモイル基、炭素数２～１２のジア
ルキルスルファモイル基などが挙げられ、非金属原子が炭素原子（Ｃ）である場合におけ
る２つのＲ’は互いに同一であってもよいし、異なっていてもよい。
【００６１】
　このような重合性液晶化合物を配向させて、重合性液晶化合物の配向状態における重合
体を形成することによって逆波長分散性を有する重合体層（２）を作製することができる
。この際、前記重合性液晶化合物を単独で用いてもよく、分子構造の異なる２種類以上を
混合して用いてもよい。
【００６２】
　また、配向状態で重合させた場合に、正波長分散性を示す重合性液晶化合物を用いても
よい。そのような重合性液晶化合物の具体例としては、液晶便覧（液晶便覧編集委員会編
、丸善（株）平成１２年１０月３０日発行）の「３．８．６　ネットワーク（完全架橋型
）」、「６．５．１　液晶材料　ｂ．重合性ネマチック液晶材料」に記載された化合物の
中で重合性基を有する化合物が挙げられる。これらの重合性液晶化合物として、市販の製
品を用いてもよい。
【００６３】
　本発明の方法において用いられる基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム
付き光学積層体（７）を構成する重合体層（２）は、重合性液晶化合物を、基材フィルム
（５）または配向層（８）上に、場合によっては溶剤で希釈して含有する組成物（以下、
「光学異方性層形成用組成物」ともいう）を塗布し、必要に応じて溶剤を乾燥後に重合さ
せることにより得られる。重合性液晶化合物が配向状態を維持したまま重合することによ
り、配向状態を維持した液晶硬化膜が得られ、かかる液晶硬化膜を有する積層体（基材フ
ィルム付き重合体層）は位相差板として機能する。
【００６４】
　光学異方性層形成用組成物における重合性液晶化合物の含有量（複数種含む場合にはそ
の合計量）は、重合性液晶化合物の配向性を高くするという観点から、光学異方性層形成
用組成物の固形分１００質量部に対して、通常７０～９９．９質量部であり、例えば好ま
しくは８０～９９質量部であり、より好ましくは８５～９７質量部であり、さらに好まし
くは８５～９５質量部である。なお、ここでいう固形分とは、光学異方性層形成用組成物
から溶剤を除いた成分の合計量のことをいう。
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【００６５】
　光学異方性層形成用組成物は重合性液晶化合物の他に溶剤、重合開始剤、重合禁止剤、
光増感剤、レベリング剤等の公知の成分を含んでいてもよい。これらの成分は、用いる重
合性液晶化合物の種類等に応じて適宜選択することができる。以下重合体層（２）を構成
する重合性液晶化合物として上記式（Ｉ）で表される重合性液晶化合物を用いた場合に好
適な成分を例示する。
【００６６】
　溶剤としては、重合性液晶化合物等の光学異方性層形成用組成物の構成成分を溶解し得
る有機溶剤が好ましく、重合性液晶化合物等の光学異方性層形成用組成物の構成成分を溶
解し得る溶剤であって、かつ重合性液晶化合物の重合反応に不活性な溶剤がより好ましい
。具体的には、水、メタノール、エタノール、エチレングリコール、イソプロピルアルコ
ール、プロピレングリコール、メチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、プロピレングリコ
ールモノメチルエーテル、フェノール等のアルコール溶剤；酢酸エチル、酢酸ブチル、エ
チレングリコールメチルエーテルアセテート、γ－ブチロラクトン、プロピレングリコー
ルメチルエーテルアセテート、乳酸エチル等のエステル溶剤；アセトン、メチルエチルケ
トン、シクロペンタノン、シクロヘキサノン、メチルアミルケトン、メチルイソブチルケ
トン等のケトン溶剤；ペンタン、ヘキサン、ヘプタン等の非塩素化脂肪族炭化水素溶剤；
トルエン、キシレン等の非塩素化芳香族炭化水素溶剤；アセトニトリル等のニトリル溶剤
；テトラヒドロフラン、ジメトキシエタン等のエーテル溶剤；およびクロロホルム、クロ
ロベンゼン等の塩素化炭化水素溶剤；が挙げられる。二種以上の有機溶剤を組み合わせて
用いてもよい。中でも、アルコール溶剤、エステル溶剤、ケトン溶剤、非塩素化脂肪族炭
化水素溶剤および非塩素化芳香族炭化水素溶剤が好ましい。
【００６７】
　溶剤の含有量は、光学異方性層形成用組成物の固形分１００質量部に対して、例えば、
１０～１００００質量部が好ましく、より好ましくは１００～５０００質量部であり、さ
らに好ましくは１００～２０００である。光学異方性層形成用組成物中の固形分濃度は、
好ましくは２～５０質量％であり、より好ましくは５～５０質量％であり、さらに好まし
くは５～３０％である。
【００６８】
　重合開始剤は、重合性液晶等の重合反応を開始し得る化合物である。重合開始剤として
は、光照射によりラジカルを発生する光重合開始剤が好ましい。光重合開始剤としては、
ベンゾイン化合物、ベンゾフェノン化合物、ベンジルケタール化合物、α－ヒドロキシケ
トン化合物、α－アミノケトン化合物、α－アセトフェノン化合物、トリアジン化合物、
ヨードニウム塩およびスルホニウム塩が挙げられる。具体的には、イルガキュア（Ｉｒｇ
ａｃｕｒｅ）（登録商標）９０７、イルガキュア１８４、イルガキュア６５１、イルガキ
ュア８１９、イルガキュア２５０、イルガキュア３６９（以上、全てチバ・ジャパン株式
会社製）、セイクオール（登録商標）ＢＺ、セイクオールＺ、セイクオールＢＥＥ（以上
、全て精工化学株式会社製）、カヤキュアー（ｋａｙａｃｕｒｅ）（登録商標）ＢＰ１０
０（日本化薬株式会社製）、カヤキュアーＵＶＩ－６９９２（ダウ社製）、アデカオプト
マー（登録商標）ＳＰ－１５２、アデカオプトマーＳＰ－１７０（以上、全て株式会社Ａ
ＤＥＫＡ製）、ＴＡＺ－Ａ、ＴＡＺ－ＰＰ（以上、日本シイベルヘグナー社製）およびＴ
ＡＺ－１０４（三和ケミカル社製）等が挙げられる。中でも、α－アセトフェノン化合物
が好ましく、α－アセトフェノン化合物としては、２－メチル－２－モルホリノ－１－（
４－メチルスルファニルフェニル）プロパン－１－オン、２－ジメチルアミノ－１－（４
－モルホリノフェニル）－２－ベンジルブタン－１－オンおよび２－ジメチルアミノ－１
－（４－モルホリノフェニル）－２－（４－メチルフェニルメチル）ブタン－１－オン等
が挙げられ、より好ましくは２－メチル－２－モルホリノ－１－（４－メチルスルファニ
ルフェニル）プロパン－１－オンおよび２－ジメチルアミノ－１－（４－モルホリノフェ
ニル）－２－ベンジルブタン－１－オンが挙げられる。α－アセトフェノン化合物の市販
品としては、イルガキュア３６９、３７９ＥＧ、９０７（以上、ＢＡＳＦジャパン（株）
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製）およびセイクオールＢＥＥ（精工化学社製）等が挙げられる。
【００６９】
　光重合開始剤は、光源から発せられるエネルギーを十分に活用でき、生産性に優れるた
め、極大吸収波長が３００ｎｍ～３８０ｎｍであると好ましく、３００ｎｍ～３６０ｎｍ
であるとより好ましい。
【００７０】
　重合開始剤の含有量は、重合性液晶化合物の配向を乱すことなく重合性液晶化合物を重
合するためには、重合性液晶化合物１００質量部に対して、通常０．１～３０質量部であ
り、好ましくは０．５～１０質量部である。
【００７１】
　重合禁止剤を配合することにより、重合性液晶化合物の重合反応をコントロールするこ
とができる。重合禁止剤としては、ハイドロキノンおよびアルキルエーテル等の置換基を
有するハイドロキノン類；ブチルカテコール等のアルキルエーテル等の置換基を有するカ
テコール類；ピロガロール類、２，２，６，６－テトラメチル－１－ピペリジニルオキシ
ラジカル等のラジカル補捉剤；チオフェノール類；β－ナフチルアミン類およびβ－ナフ
トール類が挙げられる。
【００７２】
　重合禁止剤の含有量は、重合性液晶化合物の配向を乱すことなく、重合性液晶化合物を
重合するためには、重合性液晶化合物１００質量部に対して、通常０．１～３０質量部で
あり、好ましくは０．５～１０質量部である。
【００７３】
　光増感剤としては、例えば、キサントン、チオキサントン等のキサントン類；アントラ
センおよびアルキルエーテル等の置換基を有するアントラセン類；フェノチアジン；ルブ
レンが挙げられる。
　光増感剤を用いることにより、光重合開始剤を高感度化することができる。光増感剤の
含有量は、重合性液晶化合物１００質量部に対して、通常０．１～３０質量部であり、好
ましくは０．５～１０質量部である。
【００７４】
　レベリング剤としては、例えば、有機変性シリコーンオイル系、ポリアクリレート系お
よびパーフルオロアルキル系のレベリング剤が挙げられる。具体的には、ＤＣ３ＰＡ、Ｓ
Ｈ７ＰＡ、ＤＣ１１ＰＡ、ＳＨ２８ＰＡ、ＳＨ２９ＰＡ、ＳＨ３０ＰＡ、ＳＴ８０ＰＡ、
ＳＴ８６ＰＡ、ＳＨ８４００、ＳＨ８７００、ＦＺ２１２３（以上、全て東レ・ダウコー
ニング（株）製）、ＫＰ３２１、ＫＰ３２３、ＫＰ３２４、ＫＰ３２６、ＫＰ３４０、Ｋ
Ｐ３４１、Ｘ２２－１６１Ａ、ＫＦ６００１（以上、全て信越化学工業（株）製）、ＴＳ
Ｆ４００、ＴＳＦ４０１、ＴＳＦ４１０、ＴＳＦ４３００、ＴＳＦ４４４０、ＴＳＦ４４
４５、ＴＳＦ－４４４６、ＴＳＦ４４５２、ＴＳＦ４４６０（以上、全てモメンティブ　
パフォーマンス　マテリアルズ　ジャパン合同会社製）、フロリナート（ｆｌｕｏｒｉｎ
ｅｒｔ）（登録商標）ＦＣ－７２、同ＦＣ－４０、同ＦＣ－４３、同ＦＣ－３２８３（以
上、全て住友スリーエム（株）製）、メガファック（登録商標）Ｒ－０８、同Ｒ－３０、
同Ｒ－９０、同Ｆ－４１０、同Ｆ－４１１、同Ｆ－４４３、同Ｆ－４４５、同Ｆ－４７０
、同Ｆ－４７７、同Ｆ－４７９、同Ｆ－４８２、同Ｆ－４８３（以上、いずれもＤＩＣ（
株）製）、エフトップ（商品名）ＥＦ３０１、同ＥＦ３０３、同ＥＦ３５１、同ＥＦ３５
２（以上、全て三菱マテリアル電子化成（株）製）、サーフロン（登録商標）Ｓ－３８１
、同Ｓ－３８２、同Ｓ－３８３、同Ｓ－３９３、同ＳＣ－１０１、同ＳＣ－１０５、ＫＨ
－４０、ＳＡ－１００（以上、全てＡＧＣセイミケミカル（株）製）、商品名Ｅ１８３０
、同Ｅ５８４４（（株）ダイキンファインケミカル研究所製）、ＢＭ－１０００、ＢＭ－
１１００、ＢＹＫ－３５２、ＢＹＫ－３５３およびＢＹＫ－３６１Ｎ（いずれも商品名：
ＢＭ　Ｃｈｅｍｉｅ社製）等が挙げられる。２種以上のレベリング剤を組み合わせてもよ
い。
【００７５】
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　レベリング剤を用いることにより、より平滑な光学異方性層を形成することができる。
また、位相差板の製造過程で、光学異方性層形成用組成物の流動性を制御したり、位相差
板の架橋密度を調整したりすることができる。レベリング剤の含有量は、重合性液晶化合
物１００質量部に対して、通常０．１～３０質量部であり、好ましくは０．１～１０質量
部である。
【００７６】
　本発明の方法において用いられる基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム
付き光学積層体（７）を構成する配向層（８）は、重合体層（２）を構成する重合性液晶
化合物を所望の方向に配向させる配向規制力を有し、該重合性液晶化合物を含む光学異方
性層形成用組成物の塗布等により溶解しない溶剤耐性を有し、また、溶剤の除去や重合性
液晶化合物の配向のための加熱処理における耐熱性を有することが好ましい。配向層とし
ては、配向性ポリマーを含む配向層、光配向層および、表面に凹凸パターンや複数の溝を
有するグルブ配向層等が挙げられる。
【００７７】
　配向性ポリマーを含む場合、配向性ポリマーとしては、例えば、アミド結合を有するポ
リアミドやゼラチン類、イミド結合を有するポリイミドおよびその加水分解物であるポリ
アミック酸、ポリビニルアルコール、アルキル変性ポリビニルアルコール、ポリアクリル
アミド、ポリオキサゾール、ポリエチレンイミン、ポリスチレン、ポリビニルピロリドン
、ポリアクリル酸およびポリアクリル酸エステル類が挙げられる。中でも、ポリビニルア
ルコールが好ましい。２種以上の配向性ポリマーを組み合わせてもよい。
【００７８】
　配向性ポリマーを含む配向層は、通常、配向性ポリマーが溶剤に溶解した配向性ポリマ
ー組成物を基材に塗布し、溶剤を除去して塗布膜を形成する、または配向性ポリマー組成
物を基材に塗布し、溶剤を除去して塗布膜を形成し、該塗布膜をラビングすることで得ら
れる。
【００７９】
　配向性ポリマー組成物中の配向性ポリマーの濃度は、配向性ポリマーが溶剤に完溶する
範囲であればよい。配向性ポリマー組成物に対する配向性ポリマーの含有量は、好ましく
は０．１～２０質量％であり、より好ましくは０．１～１０質量％である。
【００８０】
　配向性ポリマー組成物は、市場から入手できる。市販の配向性ポリマー組成物としては
、サンエバー（登録商標、日産化学工業（株）製）、オプトマー（登録商標、ＪＳＲ（株
）製）等が挙げられる。
【００８１】
　配向性ポリマー組成物を基材に塗布する方法としては、後述する光学異方性層形成用組
成物を基材に塗布する方法と同様の方法が挙げられる。配向性ポリマー組成物に含まれる
溶剤を除去する方法としては、自然乾燥法、通風乾燥法、加熱乾燥および減圧乾燥法等が
挙げられる。
【００８２】
　配向性ポリマー組成物から形成された塗布膜には、ラビング処理を施してもよい。ラビ
ング処理を施すことにより、前記塗布膜に配向規制力を付与することができる。
【００８３】
　ラビング処理の方法としては、例えば、ラビング布が巻きつけられ、回転しているラビ
ングロールに、前記塗布膜を接触させる方法が挙げられる。ラビング処理を行う時に、マ
スキングを行えば、配向の方向が異なる複数の領域（パターン）を配向膜に形成すること
もできる。
【００８４】
　光配向膜は、通常、光反応性基を有するポリマーまたはモノマーと溶剤とを含む光配向
膜形成用組成物を基材に塗布し、溶剤を除去後に偏光（好ましくは、偏光ＵＶ）を照射す
ることで得られる。光配向膜は、照射する偏光の偏光方向を選択することにより、配向規
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制力の方向を任意に制御することができる。
【００８５】
　光反応性基とは、光照射することにより配向能を生じる基をいう。具体的には、光照射
により生じる分子の配向誘起反応、異性化反応、光二量化反応、光架橋反応もしくは光分
解反応等の配向能の起源となる光反応に関与する基が挙げられる。光反応性基としては、
不飽和結合、特に二重結合を有する基が好ましく、炭素－炭素二重結合（Ｃ＝Ｃ結合）、
炭素－窒素二重結合（Ｃ＝Ｎ結合）、窒素－窒素二重結合（Ｎ＝Ｎ結合）および炭素－酸
素二重結合（Ｃ＝Ｏ結合）からなる群より選ばれる少なくとも一つを有する基が特に好ま
しい。
【００８６】
　Ｃ＝Ｃ結合を有する光反応性基としては、例えば、ビニル基、ポリエン基、スチルベン
基、スチルバゾール基、スチルバゾリウム基、カルコン基およびシンナモイル基が挙げら
れる。Ｃ＝Ｎ結合を有する光反応性基としては、例えば、芳香族シッフ塩基、芳香族ヒド
ラゾン等の構造を有する基が挙げられる。Ｎ＝Ｎ結合を有する光反応性基としては、例え
ば、アゾベンゼン基、アゾナフタレン基、芳香族複素環アゾ基、ビスアゾ基、ホルマザン
基、および、アゾキシベンゼン構造を有する基が挙げられる。Ｃ＝Ｏ結合を有する光反応
性基としては、例えば、ベンゾフェノン基、クマリン基、アントラキノン基およびマレイ
ミド基が挙げられる。これらの基は、アルキル基、アルコキシ基、アリール基、アリルオ
キシ基、シアノ基、アルコキシカルボニル基、ヒドロキシル基、スルホン酸基、ハロゲン
化アルキル基等の置換基を有していてもよい。
【００８７】
　光二量化反応または光架橋反応に関与する基が、配向性に優れる点で好ましい。中でも
、光二量化反応に関与する光反応性基が好ましく、配向に必要な偏光照射量が比較的少な
く、かつ熱安定性や経時安定性に優れる光配向膜が得られやすいという点で、シンナモイ
ル基およびカルコン基が好ましい。光反応性基を有するポリマーとしては、当該ポリマー
側鎖の末端部が桂皮酸構造となるようなシンナモイル基を有するものが特に好ましい。
【００８８】
　光配向膜形成用組成物中の光反応性基を有するポリマーまたはモノマーの含有量は、ポ
リマーまたはモノマーの種類や目的とする光配向膜の厚さによって調節でき、少なくとも
０．２質量％以上とすることが好ましく、０．３～１０質量％の範囲がより好ましい。光
配向膜の特性が著しく損なわれない範囲で、光配向膜形成用組成物は、ポリビニルアルコ
ールやポリイミド等の高分子材料や光増感剤を含んでいてもよい。
【００８９】
　光配向膜形成用組成物を基材に塗布する方法としては、後述する光学異方性層形成用組
成物を基材に塗布する方法と同様の方法が挙げられる。塗布された光配向膜形成用組成物
から、溶剤を除去する方法としては、配向性ポリマー組成物から溶剤を除去する方法と同
じ方法が挙げられる。
【００９０】
　偏光を照射するには、基材上に塗布された光配向膜形成用組成物から、溶剤を除去した
ものに直接、偏光を照射する形式でも、基材側から偏光を照射し、偏光を基材に透過させ
て照射する形式でもよい。また、当該偏光は、実質的に平行光であると好ましい。照射す
る偏光の波長は、光反応性基を有するポリマーまたはモノマーの光反応性基が、光エネル
ギーを吸収し得る波長域のものがよい。具体的には、波長２５０ｎｍ～４００ｎｍの範囲
のＵＶ（紫外線）が特に好ましい。当該偏光を照射する光源としては、キセノンランプ、
高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ、ＫｒＦ、ＡｒＦ等の紫外光
レーザー等が挙げられる。中でも、高圧水銀ランプ、超高圧水銀ランプおよびメタルハラ
イドランプが、波長３１３ｎｍの紫外線の発光強度が大きいため好ましい。前記光源から
の光を、適当な偏光層を通過して照射することにより、偏光ＵＶを照射することができる
。偏光層としては、偏光フィルター、グラントムソン、およびグランテーラー等の偏光プ
リズム、ならびにワイヤーグリッドタイプの偏光層が挙げられる。
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【００９１】
　基材フィルム（５）または配向層（８）上に光学異方性層形成用組成物を塗布する方法
としては、押し出しコーティング法、ダイレクトグラビアコーティング法、リバースグラ
ビアコーティング法、ＣＡＰコーティング法、スリットコーティング法、ダイコーティン
グ法等が挙げられる。また、ディップコーター、バーコーター、スピンコーター等のコー
ターを用いて塗布する方法等も挙げられる。ＣＡＰコーティング法、インクジェット法、
ディップコーティング法、スリットコーティング法、ダイコーティング法およびバーコー
ターによる塗布方法を採用することにより、Ｒｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ形式で連続的に塗
布できる。Ｒｏｌｌ　ｔｏ　Ｒｏｌｌ形式で塗布する場合、基材フィルム（５）に光配向
膜形成用組成物等を塗布して配向層（８）を形成し、さらに得られた配向層（８）上に光
学異方性層形成用組成物を連続的に塗布することもできる。
【００９２】
　光学異方性層形成用組成物に含まれる溶剤を除去する乾燥方法としては、例えば、自然
乾燥、通風乾燥、加熱乾燥、減圧乾燥およびこれらを組み合わせた方法が挙げられる。光
配向膜形成用組成物および配向性ポリマー組成物も同様に乾燥することができる。
【００９３】
　重合性液晶化合物の重合は、例えば、基材フィルム（５）上または配向層（８）上に重
合性液晶化合物を含む光学異方性層形成用組成物が塗布された積層体に活性エネルギー線
を照射することにより実施される。照射する活性エネルギー線は、乾燥被膜に含まれる重
合性液晶化合物の種類（特に、重合性液晶化合物が有する光重合性官能基の種類）、光重
合開始剤を含む場合には光重合開始剤の種類、およびそれらの量に応じて適宜選択すれば
よい。具体的には、可視光、紫外光、赤外光、Ｘ線、α線、β線、およびγ線等の光が挙
げられる。
【００９４】
　本発明の方法において、基材フィルム付き重合体層（６）と貼合される光学フィルム（
１）は、画像表示（表示画面等）のために機能するフィルム（例えば、画像の見やすさの
向上のために機能するフィルム）であって、液晶表示装置等の画像表示装置に組み込まれ
得る各種の光学特性を有するフィルムを意味する。本発明の方法において用い得る光学フ
ィルムとしては、例えば、偏光子、位相差フィルム、輝度向上フィルム、防眩フィルム、
反射防止フィルム、拡散フィルム、集光フィルム等の光学機能性フィルム、偏光板、位相
差板などが挙げられる。
【００９５】
　本発明の方法において、基材フィルム付き重合体層（６）または基材フィルム付き光学
積層体（７）を構成する重合体層（２）と光学フィルム（１）とを貼合するための粘着剤
または接着剤層（３）を構成する粘着剤または接着剤は、特に限定されるものではなく、
従来公知の粘着剤および接着剤を特に制限なく用いることができる。粘着剤としては、例
えば、アクリル系、ゴム系、ウレタン系、シリコーン系、ポリビニルエーテル系などのベ
ースポリマーを有する粘着剤が挙げられる。また、エネルギー線硬化型粘着剤、熱硬化型
粘着剤などであってもよい。接着剤としては、活性エネルギー線硬化型接着剤、水系接着
剤、有機溶剤系接着剤、および無溶剤系接着剤を挙げることができる。
【符号の説明】
【００９６】
（１）　光学フィルム
（２）　重合体層
（２ａ）重合体層残存領域
（３）　粘着剤または接着剤層
（４）　光学積層体
（５）　基材フィルム
（５ａ）重合体層未積層領域
（５ｂ）基材フィルム－重合体層境界
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（６）　基材フィルム付き重合体層
（７）　基材フィルム付き光学積層体
（８）　配向層
（１１）巻出しロール１
（１２）搬送用ローラー
（１３）除電装置
（１４）巻出しロール２
（１５）ニップロール
（１６）剥離用ロール
（１７）巻取りロール
（２０）クリーンルーム
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